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　　　　沖電気関連の決算 　　　　　　　　　　　　　　(百万円)

年度 売上高 営業利益経常利益当期純利益
０９年 545,680 410 -6,189 -45,011
１０年 443 ,949 13 ,9 57 8,7 68 3,6 19
０９年 271,108 -8,527 -8,136 -35,179
１０年 200 ,530 3 ,5 27 5,1 04 2,7 11
０９年 28,974 1,706 1,872 1,011

１０年 25 ,942 541 709 265
０９年 10,271 -628 -621 -1,258
１０年 7 ,947 -814 -792 -899
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自己資本比率

連結決算　億円
年度 純損益
1990 164
1991 99
1992 △5
1993 △329
1994 △18
1995 323
1996 247
1997 32
1998 △81
1999 △474
2000 11
2001 89
2002 △34１
2003 △66
2004 13
2005 112
2006 51
2007 △364
2008 6
2009 △450
2010 36

今
年
も
作
業
着

の
折
り
目
も
新
し

い
新
入
社
員
を
見

か
け
る
こ
ろ
と
な
っ

た
。
フ
レ
ッ
シ
ュ
な
新
人
を
見

て
い
る
と
過
ぎ
去
っ
た
自
分
の

新
人
時
代
を
思
い
出
す
人
も
多

い
の
で
は
な
い
だ
ろ
う
か
。
ま

ず
は
環
境
の
変
化
に
慣
れ
、
い

い
人
間
関
係
を
築
い
て
い
っ
て

ほ
し
い
と
思
う
▼
あ
る
協
会
が
、

今
年
の
新
入
社
員
の
意
識
調
査

を
新
聞
等
に
掲
載
し
た
。
「
年

功
主
義
」
と
「
実
力
・
成
果
主

義
」
の
ど
ち
ら
の
会
社
で
働
き

た
い
か
、
で
は
「
年
功
主
義
」

の
会
社
で
働
き
た
い
と
答
え
た

人
が
２
０
０
１
年
度
の
調
査
開

始
以
来
初
め
て
過
半
数
を
超
え

た
と
い
う
。
「
定
年
ま
で
働
き

た
い
」
と
い
う
項
目
も
過
去
最

高
の
５
０
％
に
達
し
た
そ
う
だ
。

「
安
定
志
向
が
う
き
ぼ
り
に
な
っ

た
」
と
い
う
が
働
く
場
所
に
安

定
を
求
め
る
の
は
当
然
な
気
持

ち
だ
ろ
う
。
若
い
人
た
ち
の
就

職
難
、
社
員
と
し
て
働
く
こ
と

自
体
が
た
い
へ
ん
で
昭
和
ウ
ン

十
年
入
社
の
自
分
た
ち
の
時
代

と
は
ま
る
で
違
う
の
で
あ
る
▼

仕
事
を
し
て
い
く
上
で
の
不
安

に
つ
い
て
は
、
「
上
司
と
の
人

間
関
係
」
が
８

１
・
３
％
、

「
職
場
で
の
人
間
関
係
」
が
７

８
・
６
％
を
占
め
る
な
ど
、
人

間
関
係
に
不
安
を
抱
い
て
い
る

こ
と
が
顕
著
に
表
れ
た
と
い
う
。

沖
電
気
を
含
め
て
多
く
の
企
業

が
導
入
し
て
い
る
成
果
主
義
制

度
で
は
成
果
が
重
視
さ
れ
、
結

果
を
出
す
た
め
の
み
に
競
争
さ

せ
ら
れ
る
の
で
は
、
い
い
人
間

関
係
も
何
も
築
け
な
い
の
で
は

な
い
だ
ろ
う
か
。
（
Ｍ
）
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★ 沖電気の職場を明るくする会 【ＯＡＫ】★

「
会
」
は
沖
電
気
と
そ
の
関
連

な
ど
で
働
く
人
々
が
「
安
心
し
て

人
間
ら
し
く
働
け
る
職
場
」
を
願
っ

て
創
ら
れ
ま
し
た
。
正
規
・
非
正

規
を
問
わ
ず
誰
で
も
入
会
で
き
ま

す
。
略
称
は
Ｏ
Ａ
Ｋ
で
す
。

仕
事
や
生
活
の
こ
と
、
世
の
中
の

事
を
一
緒
に
考
え
て
み
ま
せ
ん
か
。

少
し
で
も
明
る
い
明
日
に
な
る
よ

う
に
と
、
会
紙
は
「
あ
す
な
ろ
」

《

設
立

１
９
８
６
年

》

５
月
３
日

憲
法
記
念
日

わ
れ
ら
は
、
平
和

を
維
持
し
、
専
制

と
隷
従
、
圧
迫
と

偏
狭
を
地
球
上
か

ら
永
遠
に
除
去
し
ょ
う
と
努
め
て

い
る
国
際
社
会
に
お
い
て
、
名
誉

あ
る
地
位
を
占
め
た
い
と
思
う
。

(

日
本
国
憲
法
・
前
文
よ
り)

東

京
地
方

裁
判
所
が
３
月

１
１
日
、
Ｏ
Ｋ

Ｉ
ネ
ッ
ト
（
Ｏ

Ｋ
Ｉ
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
イ
ン

テ
グ
レ
ー
シ
ョ
ン

東
京

都
・
江
東
区

資
本
金
１

億
円

約
２
４
０
人
）
に

対
し
、
昨
年
８
月
に
亡
く

な
っ
た
山
崎
実
さ
ん
（
当

時
３
５
歳
）
の
ケ
ー
ス
は

労
働
災
害
に
当
た
る
可
能

性
が
あ
る
と
し
て
、
会
社

に
立
ち
入
り
「
証
拠
保
全
」

手
続
き
を
実
施
し
ま
し
た
。

今
回
の
「
証
拠
保
全
」
は

山
崎
さ
ん
の
遺
族
が
関
係

証
拠
を
付
し
て
行
っ
た
申

し
立
て
を
裁
判
所
が
認
め

実
施
さ
れ
た
も
の
で
す
。

証

拠
保
全
と
は
一
般

的
に
、
訴
訟
に
お
い
て
申

立
人
側
の
請
求
を
立
証
す

る
た
め
の
証
拠
が
相
手
側

に
あ
り
、
そ
の
証
拠
を
廃

棄
、
隠
匿
、
ま
た
は
滅
失

等
の
お
そ
れ
が
あ
る
と
裁

判
所
が
判
断
し
た
場
合
に
、

裁
判
所
が
主
体
と
な
っ
て

実
施
す
る
も
の
で
す
。

山

崎
さ
ん
の
遺
族
は
、

今
後
、
労
働
基
準
監
督
署

に
労
働
災
害
を
申
請
す
る

こ
と
に
し
て
い
ま
す
。

東
京
地
裁

「
証
拠
保
全
」
を
実
施

労
働
災
害
の
可
能
性

裏
づ
け
調
査
の
た
め

ＯＫＩネット
過労自殺？事件

厚生労働省 ２０１１年度から実施へ

健康診断でメンタルヘルスチェック

精神疾患での

労災認定状況

「
カ
ロ
ー
シ
」
が
国
際
語
に
な
る
日
本
。

ス
ト
レ
ス
が
原
因
の
う
つ
病
な
ど
の
精
神

疾
患
が
急
増
。
健
康
診
断
も
重
要
で
す
が
、

原
因
で
あ
る
「
企
業
の
働
か
せ
方
」
の
改
善

が
優
先
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。

１５０億円

管理職削減や

従業員の賃金

カットなど固

定費の削減

７０億円

調達費用低減

８．６億円

有価証券評価

の戻入利益

５億円
法人税などの還

付金（調整金）

家
族
に
も
リ
ス
ト
ラ
の
影

僕

進
学
あ
き
ら
め
る
よ

塾
な
ど
教
育
費
に
も
影
響

労
働
者
の
生
活
を
犠
牲
に
し

た
黒
字
化
、
と
り
わ
け
一
人

平
均
８
２
万
円
の
賃
金
カ
ッ

ト
は
子
ど
も
達
の
教
育
機
会

に
も
影
を
落
と
し
て
い
ま
す
。

人
件
費
抑
制
の
正
規
従
業

員
か
ら
派
遣
、
契
約
社
員
へ

の
置
き
換
え
は
職
場
の
チ
ー

ム
ワ
ー
ク
や
技
術
継
承
を
破

壊
し
、
企
業
の
発
展
を
阻
害

し
て
い
ま
す
。
人
員
削
減
、

成
果
主
義
な
ど
で
心
と
身
体

に
ス
ト
レ
ス
と
過
労
を
訴
え

る
人
も
増
加
し
て
い
ま
す
。

今
期
は
固
定
費
の
削
減
な

ど
で
の
黒
字
、
安
心
し
て
働

け
る
環
境
が
望
ま
れ
ま
す
。

ＯＫＩ ２０１０年３月期決算

売上げ１６％減、経常利益８７億

◆
自
己
資
本
比
率
の
計
算
例

自
己
資
本

５
７
７÷

総
資
産
３
８
３
６
＝
１
５
％

黒字要因

△赤字
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失業と生活保護世帯の推移　(万)

63.1
230

336
１３０．７

0 100 200 300 400

1997年

2009年

完全失業者
生活保護世帯数

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

3,182 41.2 19 6,651,693

人数

正社員 9
契約社員 13

派遣社員 25
協力会社 2

合計 49

★ なくそう貧困 守ろう生活 変えよう政治 ★ ２ ０ １ ０ 年 ５ 月 第 ２ ６ １ 号

元
気
ハ
ツ
ラ
ツ
富
岡
工
場
！

【
群
馬
・
富
岡
】

労
働
組
合
主
催
（
北
関
東
地

区
）
の
行
事
で
、
富
岡
工
場
の

職
場
が
全
て
一
位
に
な
り
チ
ョ
ッ

ト
話
題
に
。
春
闘
行
事
の
「
知

恵
の
輪
リ
レ
ー
」
と
親
睦
会
の

「
ボ
ウ
リ
ン
グ
大
会
」
（
個
人
・

団
体
共
）
で
す
。
こ
れ
ら
の
催

し
で
一
位
に
な
っ
た
職
場
の
メ

ン
バ
ー
は
五
五
歳
以
上
の
組
合

員
ば
か
り
で
し
た
。

ボ
ウ
リ
ン
グ
大
会
で
個
人
戦

一
位
の
平
均
ス
コ
ア
ー
は
一
七

三
点
。
定
年
を
迎
え
る
組
合
員

が
多
い
職
場
で
す
が
、
富
岡
工

場
を
支
え
て
き
た
実
力
の
一
端

が
現
れ
ま
し
た
。

以
前
、
社
長
が
工
場
見
学
し

た
時
に
「
も
の
作
り
に
か
け
る

皆
さ
ん
の
心
意
気
を
強
く
感
じ

ま
し
た
」
と
感
想
を
述
べ
て
い

ま
し
た
が
、
こ
の
“
心
意
気
”

を
支
え
て
い
る
の
は
何
か
を
感

じ
ま
す
。
春
闘
行
事
の
テ
ー
マ

は
「
つ
な
い
で
！
く
ぐ
っ
て
！

輝
く
未
来
へ
」
で
し
た
。
「
熟

年
組
合
員
」
の
未
来
も
輝
い
て

欲
し
い
も
の
で
す
。

沖
電
気
の
防
災
無
線

違
法
入
札
に
断
罪

【
湯
布
院
・
談
合
損
害
訴
訟
】

２
０
０
０
年
に
旧
湯
布
院
町

（
現
・
由
布
市
）
の
発
注
し
た

防
災
無
線
事
業
の
入
札
に
絡
み
、

住
民
が
「
落
札
業
者
（
沖
電
気
）

が
談
合
で
不
当
に
利
益
を
得
た
」

と
し
て
、
由
布
市
に
対
し
て
、

沖
電
気
に
損
害
賠
償
を
請
求
す

る
よ
う
に
求
め
た
裁
判
は
、
１

審
の
大
分
地
裁
に
続
き
２
審
の

福
岡
高
裁
も
住
民
の
訴
え
が
認

め
ら
れ
、
控
訴
し
て
い
た
沖
電

気
の
敗
訴
が
確
定
し
ま
し
た
。

賠
償
額
は
落
札
額
の
５
％
（
約

１
千
３
千
万
円
）
と
少
な
い
と

は
言
え
、
違
法
入
札
を
し
た
沖

電
気
の
責
任
は
重
い
。

リ
ー
ド
ス
イ
ッ
チ
生
産
能
力

１
・
５
倍
に
増
強

【
Ｏ
Ｋ
Ｉ
セ
ン
サ
デ
バ
イ
ス
】

９
６
年
に
沖
電
気
か
ら
分
社

化
し
、
リ
ー
ド
ス
イ
ッ
チ
の
設

計
・
製
造
・
販
売
を
行
っ
て
い

る
Ｏ
Ｋ
Ｉ
セ
ン
サ
デ
バ
イ
ス

（
社
長
：
高
屋
敷

哲
也
、
本
社
：

東
京
都
立
川
市
・
２
億
円
・
約

１
０
０
人
）
は
、
甲
府
工
場

（
山
梨
県
甲
府
市
）
を
増
床
し
、

年
間
生
産
能
力
を
１
・
５
倍
に

引
き
上
げ
る
こ
と
を
発
表
し
た
。

従
来
２
工
場
に
分
か
れ
て
い

た
生
産
プ
ロ
セ
ス
を
甲
府
工
場

に
統
合
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、

生
産
性
向
上
を
図
り
、
成
長
性

の
高
い
自
動
車
向
け
市
場
を
は

じ
め
と
す
る
様
々
な
需
要
に
対

応
し
、
シ
ェ
ア
拡
大
を
目
指
す
。

新
生
産
ラ
イ
ン
の
稼
働
開
始
予

定
は
今
年
の
１
０
月
。

Ｏ
Ｋ
Ｉ
セ
ン
サ
デ
バ
イ
ス
の

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
は
リ
ー
ド
ス

イ
ッ
チ
世
界
シ
ェ
ア
№
１
と
紹

介
が
あ
る
。

管
理
職
の
受
難
も
続
く

肩
た
た
き
止
ま
ず

【
東
京
】

０
８
年
の
年
末
か
ら
Ｏ
Ｋ
Ｉ

グ
ル
ー
プ
全
体
で
約
１
２
５
０

人
（
５
０
歳
以
上
か
勤
続
２
５

年
以
上
）
の
管
理
職
の
早
期
退

職
募
集
が
行
わ
れ
、
転
進
支
援

制
度
も
含
め
て
２
８
７
人
が
０

９
年
３
月
ま
で
に
退
職
し
た
。

退
職
金
予
算
は
約
４
０
億
円

現
在
も
半
年
ぐ
ら
い
の
再
就

職
捜
し
猶
予
付
き
な
ど
の
肩
た

た
き
が
あ
る
。
グ
ル
ー
プ
会
社

の
半
減
化
計
画
な
ど
の
施
策
の

影
響
も
あ
り
、
転
進
す
る
管
理

職
も
見
ら
れ
、
肩
た
た
き
が
常

態
化
し
て
い
る
。

職
場
の
主
力
は

不
安
定
雇
用

【
埼
玉
・
本
庄
】

情
報
・
通
信
の
あ
る
職
場
の

構
成
は
、
非
正
規
８
割
超
で
す
。

今
春
、
Ｏ
Ｋ
Ｉ
ユ
ニ

オ
ン

（
労
働
組
合
）
は
「
非
正
規
の

正
社
員
化
に
よ
り
、
労
働
者
が

安
心
し
て
仕
事
に
集
中
で
き
る

環
境
を
創
り
、
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ

ン
の
維
持
・
向
上
を
は
か
る
こ

と
で
、
最
終
的
に
は
Ｏ
Ｋ
Ｉ
の

成
長
に
寄
与
す
る
」
と
い
う
姿

勢
を
示
し
た
。
Ｏ
Ｋ
Ｉ
の
再
生

に
は
非
正
規
社
員
の
労
働
条
件

改
善
は
必
須
で
す
。

給
料
が
上
が
ら
ず

健
保
料
は
千
円
は
ア
ッ
プ

【
ジ
ェ
イ
ア
イ
ピ
ー
テ
ク
ノ
】

０
２
年
、
沖
電
気
か
ら
分
離
・

独
立
し
た
時
に
賃
金
は
３
割
も

ダ
ウ
ン
し
た
う
え
、
健
康
保
険

も
「
協
会
け
ん
ぽ
」
（
全
国
健

康
保
険
協
会
）
に
移
管
さ
れ
保

険
料
率
が
ア
ッ
プ
し
ま
し
た
。

「
協
会
け
ん
ぽ
」
は
中
小
企

業
が
対
象
、
賃
金
減
で
標
準
報

酬
も
激
減
し
て
保
険
料
が
不
足

に
な
っ
た
と
の
理
由
で
、
４
月

分
の
給
料
か
ら
料
率
が
０
・
７

２
％
（
介
護
保
険
料
含
む
）
増

加
し
て
の
徴
収
に
な
り
ま
し
た
。

ほ
と
ん
ど
の
人
は
月
額
千
円
以

上
の
大
増
額
で
す
。

賃
金
が
上
が
ら
な
い
の
で
保

険
の
財
源
が
不
足
す
る
。
だ
か

ら
保
険
料
率
を
上
げ
る
で
は
、

生
活
で
き
ま
せ
ん
。
福
祉
の
切

捨
て
で
は
な
く
、
財
源
は
防
衛

費
削
減
な
ど
他
か
ら
捻
出
す
べ

き
だ
と
思
い
ま
す
。

正規雇用者の男女賃金格差
男性１００とした割合 日本は６７％で女性差別が大きい

生活保護は次の8つの扶助から成り立っています

生活扶助：食費や衣料、水道光熱費など日常生活に必要な費用

住宅扶助：アパート等の家賃代金

教育扶助：義務教育を受けるために必要な学用品費

医療扶助：医療サービスにかかる費用（医療機関までの交通費も含む）

介護扶助：介護サービスの費用

出産扶助：出産費用

生業扶助：就労に必要な技能の習得等にかかる費用

葬祭扶助：葬祭費用

日
本
は
国
連
の
女
性
差
別
撤
廃

委
員
会
か
ら
も
、
差
別
の
撤
廃
・

是
正
を
勧
告
さ
れ
て
い
る
。
世
界

経
済
フ
ォ
ー
ラ
ム
の
１
３
０
カ
国

調
査
（
男
女
平
等
度
）
は
９
８
位
。

OECD（経済協力開発機構）

０８年発表・０６年指標

《
憲
法
２
５
条
》
少
な
く
と
も
こ
れ
だ
け
は
、
と
い
う
レ
ベ
ル
の

健
康
で
文
化
的
な
生
活
を
営
む
こ
と
は
、
全
て
の
人
の
権
利
で
す
。

解
雇
な
ど
に
よ
る
失
業
者
の
増
加
と

と
も
に
生
活
保
護
を
申
請
・
受
給
す
る

人
が
増
加
。
０
９
年
１
２
月
、
過
去
最

多
を
更
新
で
１
３
０
万
７
４
４
５
世

帯
。
（
未
申
請
世
帯
は
含
ま
ず
）

独
身
１
８
歳
１
６
万
円
レ
ベ
ル

生
活
保
護
の
扶
助
金
額
は
家
族
、
地

域
な
ど
で
、
異
な
り
ま
す
。
最
低
生
活

費
の
指
標
と
さ
れ
、
最
低
賃
金
（
全
国

平
均
７
１
３
円
・
時
給
）
の
目
安
で
す
。

保
護
基
準
以
下
の
地
域
は
是
正
が
始
ま
っ

て
い
ま
す
。
最
賃
を
１
０
０
０
円
以
上
、

安
定
し
た
雇
用
、
安
全
弁
と
し
て
の

生
活
保
護
の
充
実
が
望
ま
れ
ま
す
。

１
２
年
間
で
倍
化

更
に

未
申
請
も
４
５
万
世
帯

沖電気単独の状況 （09年3月期 有価証券報告書）

《
沖
電
気
を
考
え
る
》

第
３
２
回

◆
有
価
証
券
報
告
書

雇
わ
れ
て
業
務
に
従
事

し
て
い
る
従
業
員
（
社

員
）
の
こ
と
で
す
の
で
、

Ｏ
Ｋ
Ｉ
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

ス
へ
出
向
中
の
組
合
員

な
ど
は
除
か
れ
ま
す
。

◆
会
社
と
組
合
及
び
組

合
員
に
適
用
す
る

労
働
協
約
の
覚
え
書

従
業
員
と
は
、
就
業

規
則
第
２
条
に
定
め
た

者
を
い
い
、
試
用
期
間

中
の
者
、
シ
ニ
ア
社
員
、

契
約
社
員
、
及
び
相
互

出
向
正
社
員
を
除
く
。

◆
正
規
従
業
員
の

就
業
規
則
第
２
条

（
要
旨
）

こ
の
規
則
で
従
業
員

と
は
次
に
該
当
す
る
者

を
含
ま
な
い
。

①
試
用
期
間
中
の
者

②
シ
ニ
ア
社
員
、
契
約

社
員

③
出
向
正
社
員

◆
そ
の
他
の
従
業
員
、

契
約
社
員
、
シ
ニ
ア
社

員
（
定
年
後
雇
用
）
に

は
別
に
規
定
や
就
業
規

則
、
シ
ニ
ア
組
合
員
規

定
が
設
け
ら
れ
て
い
る
。

従
業
員
と
は

社
員
と
は


